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Services LLC) and is being furnished by SMBC Group solely for use by the client or potential client to whom such materials are directly addressed and
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１．中間選挙の結果と想定される政策動向
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上院
(定員100)

民主党

50

共和党

49
未確定1

2022年米国中間選挙の結果

11月8日に実施された中間選挙において、上院では民主党が半数の議席を確保し、主導権を維持した一方、下院で
は共和党が過半数を確保しました。

2024年の総選挙までの2年間、米国議会は上下院で多数派が異なる「ねじれ議会」となり、両党で方針が異なる分
野では法案成立が困難になります。

(参考)米国における法案成立の基本的なプロセス

大統領

上院

下院

両院
協議会

法案に署名 拒否権発動、
議会へ差戻し

法案成立 法案不成立

再可決
(両院で3分の2
以上の賛成)

大統領と両院
による修正案
に合意できず

否決･大幅修正

可決(過半数)

可決(過半数)

中間選挙の結果(米国時間11月17日16時時点)

(注) 上院では採決が同数の場合、副大統領が決定票を投じる。また、上院には議員が長時間のスピーチにより議事妨害を行うフィリバスターが存在。但し、財政収支の改善に資する法案
等に関しては、財政調整措置を採ることで上院での審議時間を20時間に制限し、フィリバスターを回避することが可能(単純過半数で法案の可決が可能)

(出所) RealClear Politicsを基に弊行作成

(注)
(注)

ジョージア州:(民主党優勢)
⇒12/6日決選投票

下院
(定員435)

民主党

211

共和党

218
未確定6
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2022年米国中間選挙での主な争点

(出所) JETRO、Harvard CAPS-Harris、RealClear Politicsを基に弊行作成

インフレ
• 22/9月の消費者物価指数は、前年同月比+8.2%と
インフレ高止まりが継続

• FRBは政策金利を急ピッチで引き上げ中

経済･雇用
• 22/10月の失業率は3.7%
• 22/10月の賃金上昇率は、前年同月比+4.7%

移民
• 米メキシコ国境で拘束された不法移民は、2022年度
(21/10~22/9月)に過去最多の約238万人

犯罪･薬物
• 22/8月にバイデン大統領は警察官の新規採用を強化
する方針に言明

• 22/9月に医療用麻薬(オピオイド)対策強化を発表

女性の権利
• 22/6月に連邦最高裁は、人工中絶を憲法上の権利と
認めた1973年の判例を違憲と判断

• 22/7月に、中絶権利を擁護する大統領令発令

ヘルスケア
• バイデン政権は、医療保険加入者の引き上げ、低所得
者の医療負担低減を推進

銃犯罪
• 銃乱射事件の増加を受け、22/6月に28年ぶりの銃規
制法が成立

分野 米国の現状

(月/日)

11/15
インフラ投資雇用法

成立

7-9月
コロナ感染
再拡大

8月
アフガニスタン撤退

9月
南部国境の
移民問題

3-4月に発表した
American Jobs Plan、
American Families 

Planの協議難航

11/30
FRBが

高インフレを
「一時的」とする

表現を撤回
12月

コロナ感染
再拡大

3/11
American Rescue Plan成立

3-4月
ワクチン接種の進展

11/8

42.1%

支持率

不支持率

2/24
ロシアの

ウクライナ侵攻

一段の
インフレ高進

8/9
CHIPS及び
科学法成立

8/16
インフレ抑制法

成立
8/24

学生ローン債務
を一部免除する

計画発表

6/25
銃規制法成立

7/8
人工妊娠中絶の
権利を擁護する
大統領令発令

2021年 2022年

環境･
気候変動

• 22/6月に連邦最高裁は、発電所の温室効果ガス排出
規制に関し、連邦政府に包括的な権限はないと判断

• カリフォルニア州を筆頭に各地で環境対応強化が進展

中間選挙ではインフレや経済･雇用が主な争点となり、足元の経済環境がバイデン政権や民主党にとって逆風になって
いましたが、蓋を開けてみると共和党の中絶禁止等の政策への反発が強く、従来は共和党が強かった保守的な地域で
民主党支持者の危機感が高まり、かえって共和党が苦戦する結果となりました。

これらの争点は、2024年の大統領選を見据えたバイデン政権･民主党の支持率にとっても重要な要素になり、今後の
政策動向に注目が集まります。

バイデン大統領の支持率の推移中間選挙での主な争点(有権者の関心事項)

インフレ
高止まり
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バイデン政権の政策動向

主要政策に対する各党の取り組みと想定される政策動向(弊行想定)

中間選挙の結果を受けて、バイデン政権が掲げる多くの政策は推進が困難になる可能性が高いとみられます。

一方で、超党派での賛同が得やすい経済安保や対中政策では、強化に向けた取り組みが継続されるほか、インフレ抑
制法の運用開始に伴い、環境対応も推進される見込みです(但し、関連する一部の予算執行は制限される懸念あり)。

税制

インフレ対策

移民

環境

政策分野 バイデン政権･民主党、共和党の取組み･スタンス 想定される今後の政策動向

政権･
民主党

• 15%の最低法人税率(導入済み)に加
え、富裕層に対しても増税

共和党
• 「トランプ減税」の復活
• 個人向け最高税率の引き下げ恒久化

政権･
民主党

• 石油戦略備蓄(SPR)放出や港湾混雑
解消策等、各種対策を打ち出し

共和党
• 財政支出の抑制
• 税制改革を通じた企業の成長促進

経済安保

政権･
民主党

• 寛容な移民政策。但し、足元では不法
移民に対して即時送還措置を導入

共和党
• 強硬姿勢(「共和党州」であるフロリダ州
等では、移民を「民主党州」に移送)

政権･
民主党

• 各種サプライチェーン強化に向け、同盟国
と連携(想定競争国は中国)

共和党
• 国内製造業の拡充、対中依存の解消
• 経済競争力、サイバーレジリエンス向上

政権･
民主党

• 22/8月に成立した、環境対応強化を含
むインフレ抑制法の運用開始

共和党
• 規制緩和、インフレ抑制法の運用に対す
る監視強化

• 両党の隔絶が大きく、何れの政策も進展せず
(税制改革には、法案成立が必要)

• 財政支出を伴う各種法案は成立せず

• バイデン政権は、引き続き大統領令等を通じた対策に注力
(但し、効果は限定的)

• 足元では、バイデン政権･民主党も寛容政策を見直しており、移
民政策は目先やや強硬化

• 関連財政支出は抑制されるものの、インフレ抑制法の活用や新
規制導入を通じてサプライチェーン強化に向けた取り組みは継続

• 対中政策については、両党で目的やアプローチこそ異なるものの、
強硬政策が継続

• インフレ抑制法などの実際の運用開始に伴い、環境対応も推進
される見込 (但し、一部の予算執行は制限される可能性あり)
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２．主要産業の動向と想定される産業影響
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産業面への影響

米国における主要産業別の影響(弊行想定)

各種政策は停滞するとみられることから、好影響･悪影響ともに中間選挙が直接的に産業面に与える影響材料は乏しい
状況です。

但し、経済安保関連の政府支援拡充に伴い、各産業でサプライチェーン強化に繋がる動きが広がるとみられます。

小売

産業 関連する政策 想定される影響

インフレ対策

対中政策

• インフレ高止まりは続き、一般的な商品ではトレードダウン(購入する商品や利用する
店の格下げ)が進むほか、裁量性が高い商品を中心に売上の伸びが鈍化

• 汎用品分野ではデカップリングはあまり進まず

• 制裁関税は据え置かれ、中国製品の輸入価格は下がらず

エネルギー

インフレ抑制法

GHG排出規制

• 税額控除等の活用を通じて、再生可能エネルギー(以下再エネ)や水素、CCUSの導入
拡大、関連製造業の投資活発化(当初見込まれた効果は一部実現できず)

• 連邦レベルの規制強化は見込まれず、州レベルの規制動向が一段と重要化

自動車

半導体

経済安保･サプライチェーン強化策

対中政策

• CHIPS法(注2)の活用を見据えた半導体･材料メーカーの米国投資が本格化

• ユーザー企業の投資(米国回帰)に波及していく可能性あり

• 補助金を受ける企業を中心に、中国での拠点･投資戦略を再考

• 中国に対する先端半導体及び製造装置の輸出縮小

(注1) BEV(電気自動車)、PHEV(プラグインハイブリッド車)、FCV(燃料電池車) (注2) CHIPS及び科学法のうち、半導体産業への資金支援を中心としたインセンティブ制度

EV(注1)普及推進

経済安保･サプライチェーン強化策

• EVステーションの整備支援(インフラ投資雇用法)、消費者向けEV購入支援(インフレ
抑制法)等、成立済みの法律運用開始に伴うEV普及拡大

• 但し、2030年までにEV販売比率50%とするバイデン政権の目標達成は困難

• インフレ抑制法に定められた税額控除の活用を通じた工場新設等に係る投資活発化
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22/6月 22/7月 22/8月 22/9月 22/10月

全項目 +9.1% +8.5% +8.3% +8.2% +7.7%

(食品·燃料除くベース) +5.9% +5.9% +6.3% +6.6% +6.3%

モノ(コア) +7.2% +7.0% +7.1% +6.6% +5.1%

サービス(コア) +5.5% +5.5% +6.1% +6.7% +6.7%

食品 +12.2% +13.1% +13.5% +13.0% +12.4%

ガソリン +59.9% +44.0% +25.6% +18.2% +17.5%

アパレル +5.2% +5.1% +5.1% +5.5% +4.1%

自動車(新車) +11.4% +10.4% +10.1% +9.4% +8.4%

自動車(中古) +7.1% +6.6% +7.8% +7.2% +2.0%

家具 +13.1% +14.8% +12.8% +10.1% +8.3%

家電 +6.5% +5.3% +3.0% +1.7% +0.9%

スポーツ用品 +5.3% +5.2% +3.8% +3.0% +3.0%

パーソナルケア +3.8% +5.0% +6.0% +6.5% +6.8%

住宅関連 +5.6% +5.7% +6.2% +6.6% +6.9%

エネルギー +19.4% +18.8% +19.8% +19.8% +15.6%

外食 +7.7% +7.6% +8.0% +8.5% +8.6%

医療 +4.8% +5.1% +5.6% +6.5% +5.4%

交通 +8.8% +9.2% +11.3% +14.6% +15.2%

娯楽 +4.7% +4.5% +4.2% +4.1% +3.9%

教育・通信 +1.7% +1.5% +1.5% +1.4% +1.3%

モ
ノ

サ
ー
ビ
ス

▲10% 

±0%

+10%
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+40%
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小売売上高(左軸）

(除く外食、自動車 同部品、

ガソリン)

名目前年同月比

(右軸)

(十億ドル)

実質前年同月比
(右軸)

小売業界

(出所) US Department of Commerce、 US Bureau of Economic Analysisを基に弊行作成

全米小売業協会の2022年小売売上高予測(前年比)
• 小売全体：+6%～+8%
• オンライン･通販：+11%～+13%

(注) 季節調整後ベース

(年/月)

米国ではFRBが急ピッチで政策金利の引き上げを続けていますが、インフレ率は依然として高水準で推移しています。

米国の小売売上高は、潤沢な家計貯蓄などを背景として2022年以降も増加を続けていますが、小売業界の収益環
境は、人件費や原材料、燃料費などの高騰を受け、昨年対比厳しくなる懸念があります。

米国CPI前年同月比推移(主な項目) 米国における小売売上高の推移(注)

+5%以上+10%未満 +10%以上+20%未満 +20%以上
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石油

天然ガス

石炭

原子力

バイオ燃料

水力

その他再エネ

(千兆 Btu)

エネルギー業界

インフレ抑制法における歳出項目

歳出合計 $499bn

気候変動対策･エネルギー安全保障強化 $391bn

医療保険制度改革法(ACA)の延長 $64bn

その他(処方箋関連保険給付プログラム見直し等) $44bn

(金額は10年間計）

電力
関連

燃料
関連

製造
業
関連

• 再エネ等に係る生産税･投資税控除延長･拡大($65bn)
• 技術中立的な生産税･投資税控除導入($62bn)(注1)

• 原子力発電に係る生産税控除導入($30bn)
• CCS(二酸化炭素回収･貯留)に係る税控除延長･拡大($3bn)

• クリーン水素製造に係る生産税･投資税控除導入($13bn)
• バイオ燃料や代替燃料に係る投資税控除延長($6bn)
• SAF(持続可能な航空燃料)に係る生産税控除導入($0.05bn)

• 再エネ関連設備等の製造に係る生産税控除導入($31bn) 
• クリーン技術関連の製造施設に係る投資税控除延長($6bn)
• 先端製造設備の導入支援($5bn)(注2)

• 製造時においてGHG排出量が少ない素材の政府調達($4bn)

(注1) GHG排出量がゼロ以下の発電施設向け
(注2) 鉄鋼、アルミニウム、セメント、化学、紙、ガラス等の製造施設向け
(注3) BEV(電気自動車)、PHEV(プラグインハイブリッド車)、FCV(燃料電池車)を含む

バイデン政権の脱炭素化目標
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(十億トン<CO2換算>）

(年）

削減目標
2030年：2005年比△50～52%

2050年：ネットゼロエミッション

インフレ抑制法成立により、
2030年に2005年比
△40%削減見込み

(参考)米国の燃料別エネルギー消費量推移

EIA予測(22/3月時点)

自動
車
関連

• 消費者のEV(注3)購入に係る税控除延長($9bn)
• 商用EV(注3)購入に係る税控除導入($3bn)
• 郵政公社によるクリーン車両調達($3bn)
• 自動車工場に対する補助金･融資($3bn)
• 代替燃料供給施設に係る税控除拡大($2bn)

バイデン政権は、22/8月に気候変動対策などを盛り込んだインフレ抑制法を成立させています。

同法では、過去最大規模の気候変動対策に関する予算が確保されており、大きな効果が期待されます。もっとも、共和党
により一部の予算執行が制限されることが予想され、当初見込まれた効果の一部は実現に至らなくなる懸念があります。

(年)

(出所)米国インフレ抑制法、Congressional Budget Office、Committee for a Responsible Federal Budget(www.crfb.org)、US Energy Information Administrationを基に弊行作成
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S&P Global Mobility予測

（参考）
20/11月
時点

(年)

自動車業界

バイデン政権による環境規制の強化

EV販売シェア見通し上昇
（20/11月時点15%⇒27%）

大統領令に
よる政府目標

• 車両･部品の低燃費化を支援する177億ドル規模の「先端技術自
動車製造ローンプログラム」を電池材料･鉱物資源の生産能力構築
に活用

• インフラ投資雇用法に基づき、国内における電池材料･電池セル等の
生産に31億ドル、電池のリユース･リサイクル事業に0.6億ドルの電
池製造促進策を開始

• EV用電池の技術開発に4,500万ドルの助成金プログラムを開始

• EV用電池に必要な鉱物資源の生産支援のため国防生産法発動

米系完成車メーカーによるEV関連投資

分野 分野 部材

車両

GM
北米では5工場に投資し、2025年までにピュアEVの
生産能力を100万台以上に増強

Ford
2023年末までにピュアEVの生産能力をグローバルで
60万台に増強

Tesla
米国で2ヶ所目となるテキサス工場(年間生産能力
50万台)を稼働開始

電池

GM
2025年頃までに米国で4工場を新設(既に3工場は
投資発表済)

Ford
2030年までに北米で140GWhの生産能力を確保
(グローバルでは240GWh)

Tesla
内製の生産能力を2022年中に100GWh、2030
年までに3TWhに増強

バイデン政権は、2030年までにEV販売比率を50%とする大統領令に署名しています。

同販売シェアの達成は容易でないとみられるものの、今後のEV需要拡大を見据え、インフラ投資雇用法やインフレ抑制
法などの活用を通じて、米国内のサプライチェーン構築に向けた投資拡大が期待されます。

(出所) S&P Global Mobility(*Include content supplied by S&P Global Mobility; copyright @S&P Global Mobility, June 2022. All right reserved”)、 各社プレスリリースを基に弊行作成

米国におけるEV普及見通し EVサプライチェーン構築に向けた政策支援



Copyright © 2022 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 12

半導体業界

金額
($bn)

主な支援対象

商
務
省

製
造
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

プ
ロ
グ
ラ
ム

39

➢ 半導体及び半導体製造装置･材料の生産･R&Dに
関連する米国内施設を建設(拡張･改造)する民間
企業およびコンソーシアム等(前･後工程問わず)

➢ 2022年度は自動車産業向け等のレガシー半導体
に$2.0bn割当

R
&

D
プ
ロ
グ
ラ
ム

11

➢ 国家半導体技術センター(NSTC)の設立
- 先端ATP(後工程)能力等に重点を置いた

研究･試作
- ≦3nm生産プロセスの実用化に向けたスタート

アップ支援等の投資ファンド設立

➢ 先端パッケージング製造プログラムの設立
- 米国内の半導体の先端ATP(後工程)能力の
強化

国
防
総
省

ア
メ
リ
カ

国
防
基
金

2

➢ マイクロエレクトロニクス(微細化･微小化技術)の研
究開発(2つ以上の事業者選定)
- 米国内施設における新たな材料･デバイスの試作
- 米国内企業による新技術への移行支援

先端製造
投資の
税額控除

20
～24

➢ 半導体及び半導体製造装置の先端製造施設に対
する投資(2023年以降に稼働開始、26/12月末
までに建設開始の施設が対象)

会社名 分野 投資場所
投資額

($bn)

稼働開始
時期(年)

米Intel

ファウンドリ アリゾナ 20.0 2024

ファウンドリ オハイオ 20.0 2025

後工程 ニューメキシコ 3.5 N/A

台TSMC ファウンドリ アリゾナ 12.0 1Q 2024

韓Samsung ファウンドリ テキサス 17.0 2H 2024

米Global 
Foundries

ファウンドリ ニューヨーク 4.2(注2) N/A

米SkyWater ファウンドリ インディアナ 1.8 N/A

米Texas

Instruments

アナログ等

(レガシー)
テキサス

30.0

(～2030年)
2025

米Micron メモリ N/A
40.0

(～2030年)
N/A

米Wolfspeed SiCウエハ ノースカロライナ 1.3 2024

台GlobalWafers Siウエハ テキサス 5.0 2025

(注1) 主にバイデン政権が言及した民間投資事例

(注2) Qualcommとの共同投資

米国では、技術覇権を巡る米中対立の激化やサプライチェーンの混乱を背景に、半導体の安定供給体制の確立が重
要テーマに掲げられています。こうした経済安保に直結する分野では、中間選挙後も超党派での推進が期待されます。

2022年8月成立のCHIPS法活用を見据え、半導体メーカー、材料メーカーの米国投資が本格化しています。

(出所) White House、US Department of Commerce、各社プレスリリース、JETROを基に弊行作成

CHIPS法の概要(22/8月成立) 米国における半導体関連投資の動向(注1)
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(参考)外交政策
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外交政策

バイデン政権は、主に多国間で行なう外国政策を推進してきました。特に安全保障の観点では、対中政策とも関連しな
がら、同盟国との連携強化が図られており、インド太平洋地域への関与を強める動きも進められています。

米国の同盟国等との連携強化の主な動き

対EU

• 21/6月に航空機等一部製品で報復関
税を見送り

• 21/10月に通商拡大法232条に基づく
鉄鋼･アルミ製品への追加関税について
緩和措置導入に合意

• 22/10月にバイデン大統領は「EU米デー
タ･プライバシー枠組み」の実施に関する
大統領令に署名

• 22/10月にインフレ抑制法に係るタスク
フォースを立ち上げ

対日本

• 21/4月に日米気候パートナーシップ締結
• 21/11月に日米商務･産業パートナーシッ
プ(JUCIP)の設立に合意

• 22/2月に通商拡大法232条に基づく鉄鋼
への追加関税の一部免除に合意

• 22/3月に日米安全保障協議委員会
(「2+2」)

• 22/7月に日米経済政策協議委員会(経
済版「2+2」)を開催

対インド太平洋地域

• 21/9月に日米豪印4ヶ国による戦略的連携枠組み「Quad」での初
の対面形式の首脳会談

• 21/9月に米英豪3ヶ国による軍事同盟「AUKUS」発足
• 22/5月に貿易活性化やデジタル貿易政策立案等を目指す「インド太
平洋の経済枠組み(IPEF)」を立ち上げ

対北中南米

• 21/11月に米国･カナダ･メキシコ
3ヶ国の首脳会談を5年ぶりに開催

(20/7月に同3ヶ国の貿易協定
USMCAが発効<21/1月に本格運
用開始>)
• インフレ抑制法に定められた消費者

のEV購入に係る税額控除の適用
要件として、北米における最終組み
立てを設定

対ロシア･ウクライナ

• ロシアによるウクライナ侵攻を受け、
米国はロシアに各種制裁を導入

• 22/8月に米国はウクライナに対し
て$3bnの追加軍事支援を発表

対中国

• 次頁参照

対台湾

• 22/9月に米上院外
交委員会は、台湾
制裁法案を超党派
で可決(未成立)
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対中政策

半導体対中輸出規制(22/10月発表)

条項

補助金を受ける企業は、その後の10年間は中国またはその

他の懸念のある国(”foreign country of concern”)で半

導体生産能力の大幅な拡大(“material expansion”)を含

む重要な取引(”significant transaction”)(注1)に従事で

きない

懸念
の

ある国

①北朝鮮、②中国、③ロシア、④イラン、⑤商務長官が国家

安全保障または外交政策に弊害をもたらしていると決定した国

例外
規定

レガシー半導体(注2)を生産する既存工場･設備等

(注1) 商務長官が国防長官と協議のうえで決定される予定
(注2) 28nmまたは28nmよりも古い世代の技術が用いられたロジック半導体等

➢ スーパーコンピューター等の先端技術について、中国との取引を幅広く
制限(商務省の許可を要する)

➢ 半導体そのものだけでなく、半導体製造装置や設計ソフト等も規制対
象

➢ 14nm以下のロジック半導体等の高性能半導体を作る中国の工場
に部品や技術を提供する際の要件を厳格化

➢ 中国企業に就業または取引をする米国人も審査対象に

➢ 外国企業でも米国の技術を使っている場合は、原則輸出を認めず

経済安保

人権問題

追加関税
鉄鋼･アルミニウム製品輸入(通商拡大法232条)、中国原産品
輸入(通商法301条)への追加関税を継続
(制裁関税撤廃の議論があったものの、決定先送り)

輸出管理
規制強化

中国企業をエンティティリスト(EL)に追加し
輸出管理を強化

投資規制
FIRRMA(外国投資リスク審査現代化法)
の施行に伴う審査対象拡大
(対外投資に係る規制強化の議論あり)

政府調達
からの排除

中国テック系企業等の通信機器に関する
政府調達の禁止継続

国内サプライ
チェーン強化

CHIPS法の活用を通じた半導体等のサプ
ライチェーン強化(詳細右表、次頁)

時期 措置

19/10月 監視カメラ大手Hikvision等28団体をELに追加

21/1月 トマト･綿製品に対する輸入制限措置

21/6月 ポリシリコンに対する輸入制限措置

21/7月 ELに11社を追加

21/12月 北京五輪の外交的ボイコットを決定

22/6月
ウイグル強制労働防止法施行開始
(一部でも同地区で生産された製品の輸入を原則禁止)

中国企業
の監視

外国企業説明責任法(注)の細則策定、人民解放軍に協力の
疑いがある中国企業等への新規証券投資禁止

(注) 米証券市場に上場する外国企業に対して、外国政府の支配下にないことの立証義務を課すとともに、
米会計監督委員会が監査を実施できない状態が3年続いた場合、当該企業の証券取引を禁止

バイデン政権の対中政策をみれば、トランプ前政権からの強硬路線が概ね継続されており、米中間の争点は引き続き
経済安保や人権関連を含むなど、多岐に亘る内容に及んでいます。

特に経済安保の観点で重要な鍵を握る半導体については、規制強化が相次いでいます。

(出所) White House、US Department of Commerceを基に弊行作成

米国が展開する対中政策の主な論点 CHIPS法における対中規制強化(クローバック条項)
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米国政府による半導体関連の輸出管理･規制動向

米国政府による半導体関連の輸出管理･規制の主な動きは以下の通りです。

今後は、同盟国(日欧など)とのパートナーシップの枠組みを通じて、中国に対する輸出規制を強化していくとみられます。

年/月 概要

19/5月 • 中国通信機器メーカーHuawei及び関連会社68社(含むHiSilicon)をエンティティリスト(注1)に追加

20/8月
• 米国外で製造した半導体等の製品をHuawei宛に販売する際にも、米国の半導体製造装置･技術を活用する場合には、米国政

府の許可取得が必要

20/9月 • 米国の技術を使って生産した外国製半導体のHuawei宛供給を原則全面的に停止

20/12月 • 中国ファウンドリ大手SMICをエンティティリストに追加し、10nm以下の半導体生産に必要な装置の供給を原則禁止

21/3月
• 日本･オランダ政府と連携し、中国半導体工場に対する半導体製造装置(特に露光装置)の輸出を制限すべきとAI国家安全委員

会(NSCAI)が提言

21/6月
• 半導体サプライチェーンの100日間レビュー報告書の中で、国家安全保障等の懸念を踏まえた輸出規制を通じて米国の技術優位

性を保護することを提言

21/9月
• 米-EU間の第1回貿易技術評議会が開催され、輸出管理や半導体サプライチェーン等の領域を優先重要課題に位置付けること

で合意

22/5月 • 日米間で合意した｢半導体協力基本原則｣で、半導体等の先端技術の輸出管理強化に取り組むことで一致

22/5月 • 米-EU間の第2回貿易技術評議会が開催（ロシアに対する輸出規制が主題に）

22/7月
• Lam Researchが決算発表にて、製造装置の輸出規制が中国の14nm以下の半導体を生産する工場に適用が拡がっていること

をコメント（但し、DRAMは対象外でファウンドリ工場のみ）

22/8月 • ワッセナー･アレンジメント(注2)での合意内容に基づき、輸出管理規則(EAR)に特定の半導体技術(注3)を追加

22/10月 • 半導体対中輸出規制(中国を念頭に、半導体関連製品の輸出管理規則を強化する暫定最終規則)を公表

(注1) リストに掲載されている企業･個人に対しては、輸出管理規則(EAR)の対象品目(米国由来の技術･サービス)の輸出は事前許可が必要(実質的には不可)

(注2) 通常兵器の輸出管理に関する、国際的な申し合わせ。42ヶ国が参加

(注3) 次世代パワー半導体に用いられる酸化ガリウム及びダイヤモンドの基板技術、次世代のトランジスタ構造GAA(Gate-All-Around)FETの開発に使われる設計ソフトウェア技術等

米国政府による半導体関連の輸出管理･規制動向

(出所) White House、JETRO、Lam Research IR資料、NSCAIを基に弊行作成


